
(1)空白（必須）
最低限必要な「必須項目」が空白となっています。「必須項目」は、次に示す
箇所ですので記入してください。

（５）建設リサイクル報告様式のエラー説明
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区分 具体的な項目

工事概要 発注機関、工事名、加盟団体名、工事場所、工期開始年、工期開始月、
工期開始日、工期終了年、工期終了月、工期終了日、工事種類、請負
額、再資源化費用、建築面積、延床面積、構造、使途

建設資材
利用実績

小分類、利用量、供給元種類、供給元場所の住所、再生資材利用量

建設副産物
発生・搬出実績

現場内用途、現場内利用量、減量法、減量化量、搬出先場所住所、運
搬距離、搬出先種類、現場外搬出量

2ヶ所まで記入できます。3ヶ所以上に
わたる時は、用紙を換えて下さい。

km トン

km トン

km トン

km トン

百

A指定処分 福井市寺前町 18201 5.中合外 121.590

十 一

住所コード

*4
千

運搬距離

小数点第三位まで

施工条件の

内容

ｺｰﾄﾞ＊12

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

搬出先1 民間

搬出先2

搬出先1

搬出先名称 　搬出先場所住所 搬出先

の種類

ｺｰﾄﾞ

*13

④現場外搬出量

搬出先2

区分

福井リサイクルセンター

運搬距離が未入力⇒入力してください



(2)数値（必須）
数値を入力すべき項目に数値以外が入力されていることを示しています。数値
を入力すべき項目は、次のとおりです。
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区分 具体的な項目

工事概要 請負金額、再資源化費用、建設業許可番号、建築面積、延床面積

建設資材利用実績 利用量、再生資材利用量

建設副産物
発生・搬出実績

現場内利用量、現場内利用改良分、減量化量、運搬距離、現場外搬
出量

2.建設資材利用実施

小数点第三位まで

ト　ン

ト　ン

ト　ン

ト　ン

ト　ン

k

1.有筋(新) 組立マンホール 48.700 ト　ン

ト　ン

ト　ン

ト　ン

#VALUE!

ト　ン

ト　ン

ト　ン

0.000

48.700

345.300合　　　計

再生密粒度 1.表層

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A)

コード＊5 コード*6

特

定

建

設

資

材

コンクリート

合　　　計
コンクリート及

び鉄から成る

建設資材

合　　　計

木　材

合　　　計

アスファルト

・ｺﾝｸﾘｰﾄ 1.粗粒

2.密粒 再生密粒度 1.表層 103.800

200.000

利用量が数値でない⇒数値を入力してください



2ヶ所まで記入できます。3ヶ所以上に
わたる時は、用紙を換えて下さい。

km トン

km トン

km トン

km トン

百

A指定処分 大阪府大阪市中央区 27129 5.中合外 121.590

十 一

住所コード

*4
千

運搬距離

小数点第三位まで

施工条件の

内容

ｺｰﾄﾞ＊12

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

搬出先1 民間

搬出先2

搬出先1

搬出先名称 　搬出先場所住所 搬出先

の種類

ｺｰﾄﾞ

*13

④現場外搬出量

搬出先2

区分

福井リサイクルセンター

定義づけられていないコード
⇒正しいコードを入力してください

(4)コード（必須）
定義づけられていない項目、あるいはあり得ないカレンダーの日付を選択して
いることを示しています。コードを選択すべき項目箇所は、次の項目です。
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区分 具体的な項目

工事概要 発注機関コード、住所コード、工期開始年、工期開始月、工期開始
日、工期終了年、工期終了月、工期終了日、工事種別コード、再資
源化完了年、再資源化完了月、再資源化完了日、請負会社コード、
建設業許可主、建設業許可形態、解体業登録主、工事責任者役割、
構造、使途

建設資材利用実績 小分類コード、利用用途コード、供給元種類コード、施工条件内容
コード、供給元場所住所コード、再生資材コード

建設副産物
発生・搬出実績

現場内用途コード、減量法、搬出先場所住所コード、公民区分、施
工条件内容コード、搬出先種類コード

事例）定義づけられていない住所コードの記入、あり得ない年月日



(5)工事種別（警告）
工事種別が土木工事、もしくは修繕・模様替え工事にもかかわらず、建築・解
体工事のみに入力する「建築面積」「延床面積」「階数」「構造」「使途」を
入力していることを示しています。
⇒工事種別に間違いがないか確認し、必要に応じて修正してください。
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事例）土木工事に附随した工作物、屋根や壁の修繕工事で建物の延床面積等を記
入

工事種別コード*3

住所コード

18201

B-1

工事施工場所

工　事　名
令和元年度●●道路改良工事 工種を選択

福井県 福井市

改良（道路）

百 十

万 万 万 千 百 十 一

構　造
4.ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造

使　途
6.倉庫

階　数
地上 2 階

建 築 面 積 100 ㎡
地下 0 階

延 床 面 積 200 ㎡

工事種別が間違っていないか確認し、必要に応じて修正してください。



(6)不一致（必須）
建設資材において「供給元種類コード」が「１．現場内利用」の時、「住所
コード」（工事施工場所）と「供給元場所住所コード」の関係が矛盾している
ことを示しています。
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事例）現場内利用を行っていないが、「供給元種類コード」が「現場内利用」を
選択している（選択ミス）

工事種別コード*3

住所コード

27103

B-1

工事施工場所

工　事　名
令和元年度●●道路改良工事 工種を選択

大阪府 大阪市　福島区

改良（道路）

1.現場内 1.指示あり 大阪府大阪市中央区 27128令和元年度●●道路改良工事

再生資材の供給元施設、工事等の名称
施工条件

再生資材の供給元場所住所種類 内容 住所コード
コード*8 コード*9 *4

供給元

現場内利用を行っている場合、工事施工場所コードと供給元住所コード



(6)2 発注機関・工事場所不一致（警告）
公共工事の場合、通常発注機関の管轄する区域内で工事を行います。本エラー
は、公共工事発注機関の管轄区域以外の場所で工事を行っていることを示して
います。
⇒発注機関・工事場所に間違いがないか確認し、必要に応じて修正してくださ
い。
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事例）地方事務所や保養施設などの工事を行っている場合や、水道工事などで他
の市町村で工事を行っている場合（正しければ、修正する必要はありませ
ん）。

TEL 06-1234-5678

862200
発注機関を選

択

大分類 発注機関コード

●●　▲▲担当者

小分類

中分類

国土交通省

近畿地方整備局

企画部

工事種別コード*3

住所コード

13101

B-1

工事施工場所

工　事　名
令和元年度●●道路改良工事 工種を選択

東京都 千代田区

改良（道路）

施工場所が間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。



(7)大小関係（必須）
工期の年月日や各資材の搬入量の大小関係が矛盾していることを示しています。
①「工期開始年月日」が「工期終了年月日」より時期的に後
②「工期開始年月日」が「再資源化完了年月日」より時期的に後
③「請負金額」が「再資源化費用」より小さい
④階層が２階以上で「延床面積」が「建築面積」より小さい（建築のみ）
⑤「利用量」が「再生資材利用量」より小さい
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事例）建設資材利用量が、内数である「再生資材利用量」より小さい場合、工期
開始と終了年月日が逆転している場合

左記のうち、再生資材の利用状況
再生資材利用量（Ｂ）

小数点第三位まで 小数点第三位まで

ト　ン ト　ン

ト　ン ト　ン

ト　ン ト　ン

300.000 450.000合　　　計

再生密粒度 1.表層

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A) 再生資材の名称

コード＊5 コード*6 コード*7
アスファルト

・ｺﾝｸﾘｰﾄ 1.粗粒

2.密粒 再生密粒度 1.表層 100.000 2.再密粒 200.000

200.000 2.再密粒 250.000

建設資材利用量と、内数である再生資材利用量の数量が逆転している



(9)レンジオーバー（警告）
数値が大きすぎるため、異常値の可能性があるデータを示しています。
⇒数値に間違いがないか確認し、必要に応じて修正してください。
①請負金額：10億円より大きい
②建築面積・延床面積（建築のみ）：１万ｍ２より大きい
③階数（地上）：100階以上、階数（地下）：10階以上
④建設資材利用量・再生資材利用量：10万トン（又はｍ３）より大きい
⑤建設副産物現場内利用・現場内利用改良分・減量化量・場外搬出量・場外
搬出量改良分：10万トン（又はｍ３）より大きい
⑥運搬距離：100ｋｍ以上
なお、④⑤塩化ビニル管・継手の場合は100トンより大きい
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事例）請負金額の桁間違い（万円単位なので、１を入力で１万円）

千 百 十 千 百 十
億 億 億 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入

万円 （税込み）

令和

1,000,000

日から

請負金額

工　期
令和 1 年 6 月 22

2 年 3 月 31 日まで

数値が間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。



(12)原単位（警告）
「建設資材利用量」又は「建設副産物搬出」において、「工事規模※」に対して、
「建設資材利用量（現場内利用量を除く）」又は「場外搬出量」が大きいこと
を示しています。
⇒数量又は工事規模に間違いがないか確認し、必要に応じて修正してください。
※工事規模：土木・修繕工事の場合は「請負金額」、建築・解体工事の場合

は「延床面積」
※（利用原単位）＝（建設資材利用量合計）／（工事規模）
（搬出原単位）＝（場外搬出量合計）／（工事規模）
※具体的な原単位基準は、次ページ参照。

50

事例）建設資材や建設副産物の数量の桁間違い、請負金額の桁間違い

トン トン

トン トン

④現場外搬出量
うち現場内

改良分

小数点第三位まで 小数点第三位まで

12159.000

千 百 十 千 百 十

億 億 億 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入

万円 （税込み）

工　期
令和 1 年 6 月 22

2 年 3 月 31 日まで

日から

請負金額
10,000

令和

百 十
万 万 万 千 百 十 一

延 床 面 積 200 ㎡

建 築 面 積 100 ㎡

数値が間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。

土木工事

建築工事
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品目 土木（トン又はｍ３

／万円）
建築（トン又はｍ３

／ｍ２）
解体（トン又は
ｍ３／ｍ２）

修繕（トン又はｍ３／
万円）

建
設
資
材

ｺﾝｸﾘｰﾄ 3.0 50.0 50.0 3.0

ｺﾝｸﾘｰﾄ及び鉄 3.0 50.0 50.0 3.0

木材 3.0 10.0 10.0 2.0

ｱｽﾌｧﾙﾄ 2.0 0.5 0.5 1.0

塩化ﾋﾞﾆﾙ管・継手 0.1 0.1 0.1 0.1

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 0.1 0.1 0.1 0.1

土砂 15.0 3.0 3.0 10.0

砕石 2.5 0.5 0.5 2.0

その他の建設資材 3.0 0.5 0.5 2.0

建
設
副
産
物

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 3.0 1.0 3.0 3.0

建設発生木材 1.0 0.1 0.5 1.0

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 2.0 0.3 0.3 2.0

その他がれき 0.1 0.1 0.1 0.1

伐木材 1.0 0.1 0.5 1.0

建設汚泥 3.0 0.3 0.1 3.0

建設混合廃棄物 2.0 0.3 1.0 2.0

金属くず 1.0 0.1 0.1 1.0

廃塩化ﾋﾞﾆﾙ管・継手 0.1 0.1 0.1 0.1

廃プラスチック 0.1 0.1 0.1 0.1

廃石膏ボード 0.1 0.1 0.1 0.1

紙くず 0.01 0.1 0.1 0.1

アスベスト 0.1 0.1 0.1 0.1

その他分別された廃棄物 1.0 0.1 0.1 0.1

建設発生土 10.0 3.0 1.0 3.0



(13)解体以外（警告）
「工事種別」が解体工事となっているが、「建設資材」の搬入があることを示
しています。
⇒解体工事で資材の搬入があったか確認し、必要に応じて修正してください。
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工事種別コード*3

住所コード工事施工場所

工　事　名
令和元年度●●ビル解体工事 工種を選択

P

27128
大阪府 大阪市　中央区

非木造解体（建築）

左記のうち、再生資材の利用状況
再生資材利用量（Ｂ）

小数点第三位まで 小数点第三位まで

締めｍ3 締めｍ3

898.087

898.087

そ

の

他

の

建

設

資

土　砂

合　　　計

砕　石

合　　　計 1090.432

1.クラ RC-40 3.構造物の裏込材、基礎材 898.087 1.再クラ

コード＊5 コード*6 コード*7

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A) 再生資材の名称

2.粒調 M-40 2.舗装の上層路盤材 192.345

締めｍ3 締めｍ3

締めｍ3 締めｍ3

ｍ3 ｍ3

ｍ3 ｍ3

ｍ3 ｍ3

解体工事で建設資材を搬入しているかを確認し、
必要に応じて修正してください。



(14)距離オーバー（警告）
「住所コード」（工事場所）と「搬出先場所住所コード」が同じ都道府県であ
るにもかかわらず、「運搬距離」が100ｋｍ以上であることを示しています。
⇒距離を確認し、必要に応じて修正してください。
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事例）一次搬出先（積替・保管を除く）までの距離ではなく、中間処理後の最終
処分場までの距離を記載している場合がある。

km

km

　搬出先場所住所 搬出先

の種類

ｺｰﾄﾞ

*13

運搬距離

*4
千 十 一

住所コード

大阪府大阪市中央区 27129 150 5.中合外

百

搬出先場所住所及び運搬距離が間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。



(15)隣県（警告）
「住所コード」（工事場所）と「搬出先場所住所コード」が隣の都道府県であ
るにもかかわらず、「運搬距離」が200km以上であること、
又は「住所コード」（工事場所）と「搬出先場所住所コード」が隣の都道府県
より遠い関係であるにもかかわらず、「運搬距離」が40km未満又は500km
以上であることを示しています。
⇒搬出先住所及び距離を確認し、必要に応じて修正してください。
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事例）一次搬出先（積替・保管を除く）までの距離ではなく、中間処理後の最終
処分場までの距離を記載している場合がある。

工事種別コード*3

住所コード工事施工場所

工　事　名
令和元年度●●ビル解体工事 工種を選択

P

27128
大阪府 大阪市　中央区

非木造解体（建築）

km

km

　搬出先場所住所 搬出先

の種類

ｺｰﾄﾞ

*13

運搬距離

*4
千 十 一

住所コード

滋賀県大津市 25201 20 5.中合外

百

搬出先場所住所及び運搬距離が間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。



(16)値不一致（必須）
「利用量」と「再生資材利用量」の関係が矛盾していることを示しています。
資材が再生材に限定される場合は（利用量＝再生資材利用量）、新材に限定さ
れる場合は（再生資材利用量＝０）となる。
次の場合がエラーとなる。
①コンクリートの小分類が「再生生コン（＊）」、「無筋コンクリート二次製品（リユース品）」、
「再生無筋コンクリート二次製品（＊）」、及びコンクリート及び鉄の小分類が「有筋コンク
リート二次製品（リユース品）」、「再生有筋コンクリート二次製品（＊）」の時、
「利用量」≠「再生資材利用量」

②コンクリートの小分類が「生コン（バージン骨材）」、「無筋コンクリート二次製品（バージン
骨材）」、及びコンクリート及び鉄の小分類が「有筋コンクリート二次製品（バージン骨材）」
の時、「再生資材利用量」≠０

③土砂の小分類が「山砂、山土などの新材（採取土、購入土）」以外の時、
「利用量」≠「再生資材利用量」

④土砂の小分類が「山砂、山土などの新材（採取土、購入土）」の時、「再生資材利用量」≠０
⑤砕石の小分類が「鉱さい」の時、「利用量」≠「再生資材利用量」
⑥砕石の小分類が「ぐり石・割ぐり石・自然石」の時、「再生資材利用量」≠０
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事例）他工事から搬入した建設発生土は全量再生資材となるべきところ、一部だ
け再生資材と記入している。

左記のうち、再生資材の利用状況
再生資材利用量（Ｂ）

小数点第三位まで 小数点第三位まで

締めｍ3

898.087

898.087

そ

の

他

の

建

設

資

土　砂

合　　　計

砕　石

合　　　計 1090.432

1.クラ RC-40 3.構造物の裏込材、基礎材 898.087 1.再クラ

コード＊5 コード*6 コード*7

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A) 再生資材の名称

2.粒調 M-40 2.舗装の上層路盤材 192.345

3.三種 1.道路路体 500.000 3.三種 100.000締めｍ3

締めｍ3

ｍ3

ｍ3

ｍ3
建設資材利用量を確認し、再生資材利用量と利用量の数値を一致させてください。



(17)工事種別・構造（警告）
「工事種別」では「木造」又は「非木造」を選択しているにもかかわらず、
「構造」ではその逆の構造を選択していることを示しています。
⇒「工事種別」や「構造」を確認し、必要に応じて修正してください。
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百 十
万 万 万 千 百 十 一

延 床 面 積 200 ㎡
構　造

5.木造

使　途
6.倉庫

階　数
地上 2 階

建 築 面 積 100 ㎡
地下 0 階

工事種別コード*3

住所コード工事施工場所

工　事　名
令和元年度●●ビル解体工事 工種を選択

N

27128
大阪府 大阪市　中央区

非木造新築（建築）

工事種別や構造が間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。



(18)品目・供給元（警告）
建設資材の供給元種類が通常では考えられない供給元であることを示していま
す。
⇒「建設資材の品目」や「供給元種類コード」を確認し、必要に応じて修正
してください。
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事例）「生コン」の「現場内利用」を記入している場合がある。「土質改良土」
を「他工事」から搬入と記入している場合がある。

左記のうち、再生資材の利用状況 （再生資材を利用した場合に記入して下さい）

再生資材利用量（Ｂ）
小数点第三位まで 小数点第三位まで

ト　ン ト　ン

供給元

2.基層 30.000 10.000 ●●合材プラント 5.スト

種類
コード＊5 コード*6 コード*7 コード*8

アスファルト

・ｺﾝｸﾘｰﾄ

2.密粒

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A) 再生資材の名称 再生資材の供給元施設、工事等の名称

300.000 450.000合　　　計

ト　ン

ト　ン

建設資材の品目や供給元種類コードが間違っていないか確認し、
必要に応じて修正してください。



(18)2 品目・搬出先（必須）
搬出した建設副産物の品目から通常では考えられないところへ搬出しているこ
とを示しています。
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2ヶ所まで記入できます。3ヶ所以上に
わたる時は、用紙を換えて下さい。

km

トン km

区分

121.590
●●リサイクルセンター

小数点第三位まで

建

設

資

材

廃

棄

コンクリート塊 搬出先1 民間

搬出先2

の　種　類
搬出先名称 　搬出先場所住所 搬出先

の種類

ｺｰﾄﾞ

*13

運搬距離施工条件の

内容

ｺｰﾄﾞ＊12

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

場外搬出時

の性状

（掘削等）

=②+③+④

建 設 副 産 物 ①発生量

*4
千 十 一

住所コード

A指定処分 大阪府大阪市中央区 27129 7.焼却

百

建設副産物の品目を確認するとともに、搬出先種類コードを修正させてください。

○選択可、×選択不可

搬出先の種類

コンク
リート塊

アスファ
ルト・
コンク
リート塊

建設発生
木材A

建設発生
木材B

建設汚泥 金属くず 紙くず 廃プラス
チック
（廃塩化
ビニル
管・継手
を除く）

廃塩化ビ
ニル管・
継手

廃石膏
ボード

その他の
分別
された廃
棄物

混合状態
の廃棄物
(建設混合
廃棄物)

ｱｽﾍﾞｽﾄ
（飛散
性）

その他が
れき類

1.売却 × × ○ ○ × ○ ○ × ○ × ○ × × ×
2.他の工事現場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × ○ × × ×
3.広域認定制度による処理 × × ○ × × × × ○ ○ ○ ○ × × ×
4.中間処理施設（アスファルト合材プラント） × ○ × × × × × × × × × × × ×
5.中間処理施設（合材プラント以外の再資源化施設） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6.中間処理施設（サーマルリサイクル） × × ○ ○ × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ×
7.中間処理施設（単純焼却） × × ○ ○ × × × × × × ○ ○ × ×
8.廃棄物最終処分場（海面処分場） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
9.廃棄物最終処分場（内陸処分場） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



(19)現場内利用不整合（警告）
「現場内利用」とは、たとえば建設工事現場から発生した建設発生土を、建設
工事現場から搬出せずに、当該建設工事現場内で埋戻材などとして利用する行
為です。
したがって、「現場内利用」を行った場合は、「建設資材利用実績」及び「建
設副産物発生実績」の両方に「現場内利用」の記載が必要です。
しかし、「建設資材利用実績」又は「建設副産物発生実績」のどちらかが欠け
ている場合を示しています。
⇒「現場内利用」を行っているか、建設資材及び建設副産物発生の両方に記
載しているかを確認し、必要に応じて修正してください。

①建設資材「土砂現場内利用量」※１＞0の時に、建設発生土「建設発生土現場内利用量」※２＝0
②建設発生土「建設発生土現場内利用量」※２＞0の時に、建設資材「土砂現場内利用量」※１＝0
③建設資材「砕石現場内利用量」※３＋「ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ現場内利用量」※４＞0の時に、
建設廃棄物「ｺﾝｸﾘｰﾄ塊現場内利用量」＋「ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊現場内利用量」＝0

④建設廃棄物「ｺﾝｸﾘｰﾄ塊現場内利用量」＋「ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊現場内利用量」＞0の時に、
建設資材「砕石現場内利用量」※３＋「ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ現場内利用量」※４＝0

※１ 土砂について、供給元種類コードが「1.現場内利用」の時の「再生資材利用量」の合計
※２ 「第一種建設発生土」、「第二種建設発生土」、「第三種建設発生土」、「第四種建設発生土」、

「浚渫土以外の泥土」、「浚渫土」の「現場内利用量」の合計
※３ 砕石について、供給元種類コードが「1.現場内利用」の時の「再生資材利用量」の合計
※４ アスファルト・コンクリートについて、供給元種類コードが「1.現場内利用」の時の「再生資材

利用量」の合計
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事例）コンクリート塊を現場内利用していないにもかかわらず、コンクリート塊
の現場内利用に利用量が記入されている。
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左記のうち、再生資材の利用状況 （再生資材を利用した場合に記入して下さい）

再生資材利用量（Ｂ）
小数点第三位まで 小数点第三位まで

締めｍ3 締めｍ3

土　砂

10.採取土 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 40.122

合　　　計

供給元
種類

コード＊5 コード*6 コード*7 コード*8

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A) 再生資材の名称 再生資材の供給元施設、工事等の名称

1541.982 1501.860

2.二種 2.路床 887.400 2.二種 887.400 令和元年度●●道路改良工事 1.現場内締めｍ3 締めｍ3

締めｍ3 締めｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

設 第　三　種
2590.620

発 建設発生土

第　二　種
0.000

建 建設発生土

第　一　種
0.000

建設発生土

小数点第三位まで 小数点第三位まで 小数点第三位まで 小数点第三位まで

の　種　類 現　場　内　利　用 減　量　化

うち現場内

現場内利用・減量

場外搬出時

の性状

（掘削等）

=②+③+④

用途

ｺｰﾄﾞ

*10

②利用量
減量法

ｺｰﾄﾞ

*11

③減量化量

建 設 副 産 物 ①発生量

改良分

資材利用に現場内利用の記載がありますが、建設副産物の発生に現場内利用の記載がありません。
現場内利用を行っている場合は、建設資材の利用と建設副産物の発生の両方に記載が必要です。



(22)新材（必須）
建設資材の小分類コードで新材に限定される場合、再生資材の利用状況の欄※

にデータが存在することを示しています。
※「再生資材の供給元施設、工事等の名称」、「供給元種類コード」、「施工条件内容
コード」、「供給元住所コード」、「供給元住所地先」、「再生資材コード」、「再
生資材利用量」

新材エラーとなるのは、次のとおりですので、修正してください。
①建設資材「コンクリート」で小分類が「生コン（バージン骨材）」、「無筋コンク
リート二次製品（バージン骨材）」の場合

②建設資材「コンクリート及び鉄」で小分類が「有筋コンクリート二次製品（バージン
骨材）」の場合

③建設資材「土砂」で小分類が「山砂、山土などの新材（採取土、購入土）」の場合
④建設資材「砕石」で小分類が「ぐり石、割ぐり石、自然石」の場合
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事例）「コンクリート（バージン骨材）」や「山砂、山土などの新材）にもかか
わらず、再生資材の利用状況を記入している場合がある。

左記のうち、再生資材の利用状況 （再生資材を利用した場合に記入して下さい）

再生資材利用量（Ｂ）
小数点第三位まで 小数点第三位まで

ト　ン ト　ン

再生資材の供給元施設、工事等の名称
供給元

▲▲生コン工場 6.他5000.000

5000.000

ト　ン

ト　ン

コード*6 コード*7 コード*8
コンクリート

合　　　計

1.生ｺﾝ(新)

5000.000

種類
コード＊5

利　用　量（A) 再生資材の名称分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

ト　ン

ト　ン

5000.000

新材利用の場合、「再生資材の利用状況」は記入しないでください。



(24)法人番号（警告）
「法人番号」が空白、または桁数が少ないことを示していますので確認し、修
正してください。

※ 「法人番号」とは、国税庁が、平成25年5月24日に成立(平成25年5月31日公布)した
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に基づき、
法人に対して法人番号を指定し、対象の法人へ通知した後、商号又は名称、本店又は主
たる事務所の所在地とともに公表している番号を指します。以下の国税庁法人番号公表
サイトにて、法人名、住所等から検索することができます。
http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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事例）個人事業者等で法人番号がない場合は、9999999999999
JVの場合は親の法人番号を記入してください。

法人番号

請 負 会 社 名
■■建設株式会社

法人番号は記入してください。



(30)再生資源利用率（警告）
建設資材の各品目の利用量に対する再生資材利用量の割合が一定基準以下であ
ることを示しています。
⇒「小分類コード」の選択ミスや再生資材利用量の記入漏れがないかを確認
し、必要に応じて修正してください。
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事例）再生砕石を利用しているにもかかわらず、「再生資材の利用状況」に記入
されていない。

左記のうち、再生資材の利用状況
再生資材利用量（Ｂ）

小数点第三位まで 小数点第三位まで

500.000

500.000そ

の

他

の

砕　石

合　　　計 750.000

1.クラ RC-40 3.構造物の裏込材、基礎材 500.000 1.再クラ
コード＊5 コード*6 コード*7

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

分　類 小 分 類 規　格 主な利用用途 利　用　量（A) 再生資材の名称

1.クラ RC-40 2.舗装の上層路盤材 250.000

ｍ3 ｍ3

ｍ3 ｍ3

ｍ3 ｍ3

小分類コードの選択が正しいか、
再生資材利用量の記入漏れがないか、確認してください。



(31)再生資源促進利用率（警告）
建設副産物の各品目の「発生量」に対する「現場内利用量」「現場内減量化
量」「再生資源利用促進量」の合計割合が一定基準以下であることを示してい
ます。
⇒「搬出先種類コード」の選択ミスや現場外搬出量の記入漏れがないかを確
認し、必要に応じて修正してください。

64

事例）再資源化施設へ搬出しているにもかかわらず、「搬出先種類コード」が最
終処分場を選択されている。

2ヶ所まで記入できます。3ヶ所以上に ②+③+⑤
わたる時は、用紙を換えて下さい。

km トン トン

km トン トン トン ％

区分

●●リサイクルセンター搬出先1 民間

搬出先2

搬出先名称 　搬出先場所住所 搬出先

の種類

ｺｰﾄﾞ

*13

④現場外搬出量
運搬距離 うち現場内

改良分

再生資源利用

促　進　率

小数点第三位まで 小数点第三位まで

施工条件の

内容

ｺｰﾄﾞ＊12

現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

*4
千 十 一

①

住所コード ⑤再生資源

利用促進量

0 0
A指定処分 大阪府大阪市中央区 27128 50 9.内陸処分 100.000

（％）
百

搬出先種類コードの選択が正しいか、
現場内搬出量の記入間違いがないか、確認してください。
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（６）COBRISにおけるチェック方法［参考］

①COBRISのホームページにアクセスしてください。
http://www.recycle.jacic.or.jp/
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②JACICとの契約時に発行されたIＤで、COBRISにログインしてくださ
い。
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③元請業者は、「各種書類の印刷」ボタンをクリックしてください。
「チェックリスト」にチェックを入れ、「確定」ボタンをクリックし
てください。

68

受注者向け



③発注者がチェックを行う場合、「COBRIS版CREDASチェックリス
ト作成」ボタンをクリックしてください。
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発注者向け



④条件を指定して、「チェックリスト作成」ボタンをクリック
条件（年度、実施、工事場所、発注機関）を選択してください。

※大区分でチェックした場合。チェックに時間を要します。
小分けでチェックすれば時間も短くなります。
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発注者向け



⑤エラーチェック後、ファイルをデスクトップ等に保存してください。

⑥出力された圧縮ファイルを解凍してください。
⑦エラーリスト（ＰＤＦ）が出力されます。
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発注機関名

抽出条件

工事概要

工事概要

エラー内容

エラー内容
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⑧「チェックリスト」「チェックリスト解説書」の内容を確認の上、必
要に応じて修正してください。
※チェックリスト解説書は、ホームページよりダウンロードしてくだ
さい。
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